


（１）保管状況について 　
　印鑑と通帳を同一場所におい
て保管することは、盗難が生じた
場合や不正使用等によるリスク
が高くなることから、それぞれ別
の場所で保管すべきである。

　通帳は担当者、印鑑は管理職
が保管するようにした。

結
果

　金庫に保管していても施錠を
していなければ、何の意味もな
い。早急に対策を講ずべきであ
る。

措
置
済

　金庫はキャビネットに入れ施錠
するようにした。

都
市
管
理
課

（２）保管体制について
　担当課によれば、「校長が最終
責任を負う立場にあるため、問
題ない。」との回答であったが、
校長が責任者であるから印鑑と
通帳を保管するのは適切とはい
えない。
　保管についても、「手提金庫を
購入する。」とのことであったの
で、ぜひとも購入し、安全に保管
を行っていただきたい。
　事務職員に確認したところ、
「頻繁に金庫を開けなければな
らない状況はない。」とのことで
あったため、必要がある際に金
庫を開けてもらうようにしていた
だきたい。

　新年度予算において手提金庫
を購入する予定であり、管理に
ついては、教頭が通帳と手提げ
金庫の鍵を保管し、校長が印鑑
と常設金庫（手提金庫を保管す
る金庫）の鍵を厳重に保管を行
う。
　現状は、校長と教頭が施錠可
能な場所で通帳と印鑑を別々に
して厳重に保管している。
　また、金庫の取扱は原則管理
職が行っており、事務職員等の
依頼により金庫を開ける必要が
ある場合には、管理職の許可を
得て開錠するよう指導を行った。

意
見

　やむを得ず印鑑と通帳の両方
を預らなければならない場合、
「印鑑は課長」と「通帳は担当
者」などと、複数人で保管するよ
うに保管体制を改めるべきであ
る。
　また、市でのリスクを低減する
ため、団体の代表者や会計担当
者等に印鑑を預ってもらうこと
も、検討していただきたい。

措
置
済

　通帳と印鑑は別々に保管する
こととした。

都
市
開
発
課
他

（３）キャッシュカードの作成につ
いて
　キャッシュカードを作成すると、
担当者が容易に現金の引き出し
が可能となることから、作成は極
力やめるべきである。
　しかしながら、どうしても必要が
あるならば、管理職が保管し、利
用状況を把握するなど、安全に
管理すべきである。

　今後はキャッシュカードの作成
は行わず、現金の引き出しは管
理職による事前決裁を受けた
後、金融機関窓口で行うよう改
めた。

行政監査
H28.9.14～
H29.2.10

公金外
現金
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進
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（４）収入及び支出決裁書の有
無について

　

　収入及び支出の決裁書が作
成されないと、管理職等による
チェックが全く行われずに、現金
等の移動が行われることになる。
　現金紛失等の事故を招く恐れ
が多分にあるため、必ず決裁書
を作成すべきである。

　収入、支出金調書を作成し、
課長決裁をとることとした。

（５）通帳、金銭出納簿の確認に
ついて
　会長職による年１回の確認や
担当者の確認では、十分な
チェックができているとはいえな
い。市で通帳を預っている以上
は、最低限月１回課長等管理職
が確認するなど、市で統一的
に、確認を徹底すべきである。

　毎月の末日を通帳の確認日と
し、当月の歳入歳出資料と照合
することとした。

（６）立替払について
　立替払を行うことは、管理職に
よる事前の決裁を受けないことと
なるため、現金事故に繋がる恐
れが十分にある。立替払を行わ
ずに支払いが出来るように、改
めるべきである。

　支出については、出来る限り
事前に把握し、立替払が発生し
ないよう、各担当に指導を行っ
た。

（７）通帳名義人等について
　担当課より、「規定どおりに運
用されていない学校があるの
で、次年度に向け改善するよう
に指導します。」とのことであった
ので、実行していただきたい。

　規定どおりに運用するよう、現
状の改善に向け指導を行った。

行政監査
H28.9.14～
H29.2.10

公金外
現金

結
果

措
置
済

幼
児
支
援
課
他

結
果

措
置
済

商
工
農
政
課
他

結
果

措
置
済

総
務
課
他

意
見

措
置
済

学
校
教
育
課
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（８）公金外現金の適切な保管に
ついて

　

　担当者が印鑑と通帳を預り、収
入・支出の決裁もされず、通帳と
金銭出納簿の確認も担当者が
行っている状況は、非常に危険
な状況にあるといえる。
　担当者任せにせず、管理職が
確認等を行うべきである。

　通帳は担当者、印鑑は管理職
が保管し、支出する際には、支
出金調書を作成し、管理職の決
裁後支出するようにした。
　金銭出納簿の確認も管理職が
行うようにした。

措
置
済

　公金外現金を取り扱っている
課を把握し、その管理（保管）状
況を確認した。その取扱いにつ
いては安全かつ確実な方法で
管理（保管）に努めるよう徹底を
図った。今後も継続的に状況確
認を行っていく。

会
計
課

措
置
済

　市の事業と密接な関係があり、
連携が必要な団体であるため、
市が事務局を行う必要がある。
会計事務の安全管理を徹底す
るため、通帳等の適正な管理、
書類等の整備、諸帳簿の厳正な
確認を実施した。

総
務
課

行政監査
H28.9.14～
H29.2.10

公金外
現金

　公金外現金は、本来自治体の
所有に属しない現金等である
が、団体等の財政状況等によ
り、市がやむを得ず団体等の事
務を行い、公金外現金等を管理
している状況にある。
　しかしながら、公金でないとは
いえ、万が一、横領事件等が発
生した場合には、市の管理責任
が問われることとなる。
　現在、市において担っている
団体等の事務を、極力当該団体
等において行っていただくように
打診・実行していただくとともに、
今後も市において管理する場
合、職員が公金外現金の会計
事務を取り扱うことによって生じ
るリスクの軽減となるよう安全管
理を徹底すべきである。

結
果

結
果

措
置
済

生
涯
学
習
課
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（１）指定金融機関等の検査につ
いて
　自治令168条の4第1項では、
「会計管理者は、指定金融機
関、指定代理金融機関、収納代
理金融機関及び収納事務取扱
金融機関について、定期及び臨
時に公金の収納又は支払の事
務及び公金の預金の状況を検
査しなければならない。」と規定
されており、法令に違反してい
る。
　会計課に確認したところ、「次
年度より要綱等を整備し、検査
を実施する予定である。」との回
答であったことから、速やかに検
査を実施すべきである。

　瑞穂市会計規則の一部を改正
し、新たに指定金融機関等検査
実施要綱を制定し、29年7月に
公布した。今後、これらの規定に
基づいて検査を行っていく。

（２）市税の収納の事務を受けた
者（受託者）に係る検査につい
て
　自治令第158条の2第3項で
は、「会計管理者は、受託者に
ついて、定期及び臨時に地方税
の収納の事務の状況を検査しな
ければならない。」と規定されて
いる。
　会計課に確認したところ、「収
納事務受託者は該当がない。」
との回答であった。
　しかしながら、収納事務受託者
は、告示がされて該当がある。
自治令の義務規定に違反して
いることから、速やかに検査を実
施すべきである。

　受託者に係る検査の実施につ
いては、自治令で義務付けられ
ていることから、他市の状況を確
認し、要綱等の整備を進めてい
く。

（３）歳入の徴収又は収納の事務
に係る検査について
　自治令第158条第4項では、
「第1項の規定により歳入の徴収
又は収納の事務を私人に委託し
た場合において、必要があると
認めるときは、会計管理者は、当
該委託に係る歳入の徴収又は
収納の事務について検査するこ
とができる。」と規定されている。
　会計課に確認したところ、「徴
収（収納）事務に係る検査は、事
故等も発生していないため実施
していない。」との回答であっ
た。
　しかしながら、「これまで事故等
が起きていないから実施しな
い。」というのは、理由として十分
であるといえない。
　特段の理由がないのであれ
ば、検査を実施していただきた
い。

　会計課では、歳入の徴収又は
収納の事務の委託を受けた者か
ら、その徴収し又は収納した歳
入の内容を示す計算書（添付書
類）等を確認しているが、全体的
な確認・検査までになっていな
いことから、他市の状況を確認
し、検査の実施について検討す
る。

会
計
課

会
計
課
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進
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（４）歳計現金の預金について
　自治令第168条の6では、「会
計管理者は、歳計現金を指定金
融機関その他の確実な金融機
関への預金その他の最も確実か
つ有利な方法によつて保管しな
ければならない。」と規定されて
いる。
　会計課に確認したところ、「歳
計現金預金は、ペイオフ対策と
して全て決済用預金である。」と
の回答であった。
　しかしながら、ペイオフ対策の
ために預金保険制度で全額保
護される普通預金（決済用預
金）としているため、全く利息を
生じていない。
　最低限、利息を生じる普通預
金として資金運用すべきである。

　行政実例においては、歳計現
金の保管は金融機関に預金し
て安全に保管し、かつ、支払準
備金に支障がない限り適時適正
な預金による運用の利益を図る
こととされているため、今後は適
正な資金運用に向けて検討して
いく。

（５）歳計現金に係る定期預金の
解約について
　定期預金を中途解約している
ということは、支払に支障を来し
たということである。
　定期預金を中途解約すること
のないよう、事前に収支の把握
を計画的に行い、支払を行うべ
きである。

　今後は中途解約をすることが
無いよう、資金収支の把握に努
める。

結
果

改
善
進
行
中

会
計
課

結
果

措
置
済

会
計
課

定期監査
H29.2.10

会計課
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（６）歳入歳出外現金の保管につ
いて
　指定金融機関からの保証金
は、指定金融機関に不測の事
態が生じた場合等に、市に損害
を与えることを防止する趣旨で
徴している担保である。
　本市においては、指定金融機
関からの保証金80,000,000円
を、他行の普通預金（決済用預
金）として預けているため、全く
利息が発生していない。
　会計課に確認したところ、「担
保金である為、ペイオフ適用対
象外となる決済用預金で保管し
ている。」との回答であった。
　しかしながら、利息の生じない
普通預金（決済用預金）として保
管していることは、資金運用すれ
ば本来得られる運用益を自ら放
棄していることになる。
　歳入歳出外現金の保管につい
ては、自治令第168条の7第3項
で、「歳計現金の保管の例により
行わなければならない。」と規定
されていることから、定期預金に
預けるなど、より有利な資金運用
を行うべきである。

　契約保証金は、契約を締結し
た場合に債務の完全な履行を
確保するため契約先より徴する
担保である。
　平成27年12月に工事請負契
約が締結され、契約が満了した
平成28年11月までの間、歳入歳
出外現金において、利息を全く
生じない普通預金（決済用預
金）として保管していた。契約当
初から、契約期間はあらかじめ
分かっていたのであるから、短期
であっても定期預金に預けるな
ど、より有利な資金運用を行うべ
きである。

　歳入歳出外現金の資金運用
については、起債額を考慮しな
がら、定期預金など有利な運用
となるよう事務処理を進めてい
く。

改
善
進
行
中

会
計
課

結
果

定期監査
H29.2.10

会計課
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（７）会計事務研修について 　
　前回開催されてから、5年以上
が経過しており、平成23年8月以
降に採用された職員も多数にわ
たっている。
　会計課に確認したところ、「会
計事務研修は職員研修の一環
として実施しており、今後も要請
があれば実施する予定である。」
との回答であった。
　職員の資質の向上及び会計
事務処理の適正化を図るため、
今後は、定期的に会計事務研
修を実施していただきたい。

　平成２９年６月２８及び２９日に
両庁舎において職員研修会を
開催し、適正な会計事務処理に
ついて周知を行った。今後も新
人職員を対象とし継続的に開催
する。

（８）支出負担行為の遅延につい
て
　瑞穂市会計規則第5条によれ
ば、委託料の支出負担行為とし
て整理する時期は、「契約を締
結するとき」と規定されている。
　会計課に確認したところ、「契
約の調整が遅れ、起票が遅延し
た。」との回答であった。
　しかしながら、既に契約書は交
わされており、契約調整の遅れ
が、起票の遅延理由にはならな
い。
　同規則にのっとり、契約した直
後に支出負担行為の伝票を起
票すべきである。

　平成２９年度は契約書に基づ
き適正な時期に調書の作成を
行った。

（９）支払遅延について
　会計課によれば、「請求書の到
着が遅れたため。」との回答で
あった。
   しかしながら、業者からの請求
がなければ、こちらから積極的に
請求書を請求すべきである。
   市全体の手本となるべき会計
課の支払が遅延していては他課
に示しがつかない。速やかな支
払事務を行うよう改善すべきであ
る。

　追録時には請求書を確認し、
速やかな支払い事務を行った。

（１０）公金の取扱いについて
　会計課は、「各課において保
管しているため、会計課は関係
がない。」旨の回答であった。
　しかしながら、適切な公金の保
管については、会計課が指導的
な立場にあることから、市全体の
公金保管体制等を把握し、公金
の事故防止対策を真摯に行うべ
きである。

　市全体の公金保管状況につい
て全庁の把握を行い、公金の安
全管理体制についての確認を
行った。

定期監査
H29.2.10

会計課

結
果

措
置
済

会
計
課

結
果

措
置
済

会
計
課

措
置
済

会
計
課

結
果

措
置
済

会
計
課

意
見
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（１）消耗品の購入について 　
　トイレットペーパーに限らず、
各保育所で使用する消耗品を
精査し、積極的に担当課でとりま
とめて契約することで、経済的・
効率的な保育所運営に努めて
いただきたい。

　トイレットペーパーなど頻繁に
購入し、年間使用量がおおむね
把握できる消耗品は、幼児支援
課で契約していくこととした。

（２）講師謝礼について
　担当課からは、積算根拠はな
いとの回答であったが、今後は
まず基準額で講師依頼すべきで
ある。基準額での依頼が困難な
場合に限り、その有用性や謝礼
額の積算根拠について起案書
等を用いて十分に協議したうえ
で講師を招いていただきたい。

　基準額での講師依頼が困難な
場合は、そのイベントの有用性
および謝礼額について、決裁を
とることとした。

（３）医薬品の管理について
　医薬品の管理については、児
童福祉施設の設備及び運営に
関する基準によると「必要な医薬
品その他の医療品を備えるととも
に、それらの管理を適正に行わ
なければならない」となってい
る。
　使用数量や備蓄数量を記録
することは明瞭に医薬品の状況
を把握することに繋がるため、今
後は帳簿を用いて管理すべきで
ある。

　市立保育所の医薬品は、「薬
品等管理台帳」で管理することと
した。

（４）図書の購入について 　
　絵本と参考図書をそれぞれ違
う科目で支出している明確な理
由はなく、慣例である旨の回答
であった。
　小中学校では、学校図書につ
いては備品購入費で、職員が使
う参考図書は需用費の新聞・雑
誌・図書の科目で支出している。
今後、新地方公会計となることか
ら正確に資産計上できるよう、教
育委員会で統一することはもち
ろんのこと、全庁的に統一を
図っていただきたい。

　予算編成方針において、図書
室、図書館で管理され、貸し出
される図書（但し、雑誌等は除
く）は、備品購入費として周知す
る。

（５）定員数について
　施行規則における定員は認可
定員で、ホームページにおける
定員は利用定員であるとの説明
であったが、どちらも定員とのみ
表記されているため誤解を生じ
やすい。
　今後、ホームページには利用
定員と明記するとのことである
が、用語の定義も併記するなど
し、周知を図っていただきたい。

　混乱と誤解を避けるため、「利
用定員」のみの表記とした。
　今後、利用者向けの配付物に
ついても、「利用定員」と表記す
る。

定期監査
H29.1.16

南保
育・教
育セン
ター
幼児支
援課
教育総
務課

意
見

措
置
済

意
見

措
置
済

監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H29.8時点)

幼
児
支
援
課

意
見

措
置
済

幼
児
支
援
課

回答
担当

意
見

措
置
済

企
画
財
政
課

結
果

措
置
済

幼
児
支
援
課

幼
児
支
援
課
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（１）施設修繕について 　
　契約事務処理要領において、
工事（修繕）契約で予定価格が
10万円未満の場合は、１社以上
の業者を選定すること（※3社以
上が望ましい）と規定されてい
る。
　駐車場等整備工事は非常に
接近した日程で実施されていた
が、それぞれ別契約となってい
た。
　しかしながら、契約を分割する
合理的な理由は見当たらず、両
方併せて契約すれば、安価に契
約できたと推察される。
　また、担当者に確認したとこ
ろ、「見積書を徴取した業者はい
ずれも１社である。」とのことで
あったたことから、少額であって
も、安易に１社見積りによる随意
契約とせず、少しでも安価に契
約できるように、複数の業者から
積極的に見積書の徴取を行うべ
きである。

　類似する工事等の契約事務に
ついては、安易に契約を分割さ
せたり、１社からの見積徴取によ
る随意契約とするのではなく、複
数の業者から見積徴取を行い、
より適正で安価な契約内容とな
るよう、監査直後や年度当初に
教頭、事務職員に対して指導を
行い周知を図った。
   また、各学校において起票さ
れた伝票は、学校教育課の担
当、総括課長補佐、課長にて精
査を行い、決裁しているが、不適
切な執行を発見した場合は、そ
の都度伝票を返却し、適正な予
算の執行ができるよう周知を
図っている。

学
校
教
育
課

（２）物品購入について
　契約事務処理要領において、
物品購入契約で予定価格が5万
円未満については、1社以上の
業者を選定（※3社以上が望まし
い）し、請書の作成を省略できる
ことと規定されている。
　担当者によれば、「サイズの異
なるものを購入し、点検する数量
が多かったため2回に分けて発
注した。」との回答であるが、契
約を意図的に分割したのではな
いか、と疑わざるを得ない。今後
は、発注を分割せず、複数の業
者から見積書の徴取を実施す
る、学校教育課でまとめて発注・
契約するなど、支出の削減に努
めるべきである。

   物品購入について、発注の状
況によって契約行為が必要な場
合は、学校教育課にて、複数の
業者より見積りを徴取して契約を
行うため、発注を安易に分割し
ないよう、監査直後や年度当初
に教頭、事務職員に対して指導
を行い周知を図った。
   また、各学校において起票さ
れた伝票は、学校教育課の担
当、総括課長補佐、課長にて精
査を行い、決裁しているが、不適
切な執行を発見した場合は、そ
の都度伝票を返却し、適正な予
算の執行ができるよう周知を
図っている。

（３）予算の流用について 　
　担当者によれば、「平成28年1
月1日にメーカーの定価改定が
あったため。」とのことであった
が、当初予算の査定前であり、
予算要求の修正は十分可能で
あった。
　予算を適切に見積り執行すべ
きである。

　見積徴取時に価格改定が無い
か確認を行い予算要求を行うこ
ととした。

監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

結
果

措
置
済

措置又は今後の取り組みの内容
(H29.8時点)

学
校
教
育
課

結
果

措
置
済

回答
担当

措
置
済

教
育
総
務
課

定期監査
H28.12.5

本田小
学校
学校教
育課
教育総
務課

結
果
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監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H29.8時点)

回答
担当

（４）外国語指導助手報酬の返
還について
　担当課によれば、「外国語指
導助手の死亡の事実を確認し
た。返金される見込みはない。」
とのことであったが、このような事
態を招いたのは、学校との連携
不足及び対応が遅いことにあ
る。不納欠損を安易に考えてい
ると言わざるを得ない。
　今後再発しないように、厳重に
注意していただきたい。

　外国語指導助手については、
要綱を改正し、雇用契約の際に
推薦状により身元保証人をつけ
るなど、本人以外でも連絡がと
れるように改善した。また、常に
学校との連携を密にしながら情
報共有を図り、市の他部署から
も適切な対処方法について協力
を得るようにした。

（５）支払遅延について
　担当者によれば、「請求書が郵
送にて届いたため。」との回答で
あったが、理由にならない。相手
からの請求が遅ければ、こちら
から積極的に請求するなど迅速
に処理すべきである。

　支払業務については、相手先
からの請求書の送付を待ってい
るだけでなく、購入内容等をしっ
かりと把握したうえで、業者に請
求行為を促していくよう指導し
た。

（６）学校図書館の蔵書数につい
て

　担当者によれば、「前年度の購
入実績を基に、新年度予算を配
分している。」との回答であった
が、この配分方法だと、学校ごと
の蔵書割合は、今後ますます格
差が拡大するばかりである。
　現在、市内小学校の蔵書割合
は、格差が大きく不平等である
ため、全体の蔵書割合に不均衡
が生じないよう、予算の配分方
法を見直し、格差を解消してい
ただきたい。

　文部科学省の学校図書館図
書標準による蔵書冊数に対し、
現在の整備蔵書冊数における
整備率を算出し、格差が出ない
よう均衡を図り、予算配分を行う
こととした。

（７）備品について
　実態に即していないことから、
廃棄手続を行い、備品シールを
貼付するなど、適切に管理すべ
きである。

　現存しない備品については、
廃棄手続を行い、適切に管理を
行うこととした。

意
見

措
置
済

学
校
教
育
課

措
置
済

教
育
総
務
課

結
果

措
置
済

学
校
教
育
課

意
見

措
置
済

教
育
総
務
課

定期監査
H28.12.5

本田小
学校
学校教
育課
教育総
務課

結
果
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（１）居宅介護者慰労事業助成
金について

　

　現在の制度では、短期入所
サービスを利用せず居宅におい
てのみ介護する場合は一切助
成されず、介護者の労をねぎらう
ことを目的とする趣旨に反してい
る。他市町の助成方法を参考に
し、例えば短期入所サービスの
利用の有無に関わらず定額で
助成するなど、居宅にて介護し
ている方へ公平に助成できるよ
う規則の見直しを図り、目的に適
合した事業となるよう検討してい
ただきたい。

　現在、各市町村の要綱などを
確認しており、改善に向けて研
究中である。

（２）地域介護予防活動支援補
助金について
　担当課によると社会福祉協議
会で助成しているふれあい・いき
いきサロンに比べ、地域が限定
されないことや月２回以上の介
護予防活動を行うことなどに違
いがあるとの回答であった。しか
し、類似した制度を設けることは
利用者にとってわかりにくい。既
存のふれあい・いきいきサロンの
充実化を図り、効率的に地域介
護予防活動を支援するために、
補助制度を精査していただきた
い。
　当制度に限らず、各課・各組
織が互いに連携を密にし、市の
福祉事業全体を考えて運営して
いただきたい。

　社協で助成しているふれあい
サロンは、主に「居場所」として、
地域のボランティアにより運営さ
れている。地域介護予防活動支
援補助金はこれらのサロンの場
のみならず、これをプラスアル
ファで補完する活動、特に介護
予防に特化した活動を行うもの
に、（既存・新設を問わず）短期
に補助をするもので、平成29年
度までの限定で行うものである。

監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

意
見

改
善
進
行
中

措置又は今後の取り組みの内容
(H29.8時点)

地
域
福
祉
高
齢
課

意
見

措
置
済

地
域
福
祉
高
齢
課

回答
担当

定期監査
H28.11.28

地域福
祉高齢
課
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監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H29.8時点)

回答
担当

（３）老人福祉センターについて
　より多くの人にウォータークー
ラーを使用してもらえるようわかり
やすいところへ設置場所を変更
すべきである。

　現地の設置場所を確認した。
移設については、現状はセン
ターの老朽化に伴い、設備上の
投資は最低限必要な補修工事
などに限っているところである。
このため現状の場所が最適と考
えている。

意
見

　備品の確認を行い、不要な備
品は廃棄するなど適切な手続き
を行っていただきたい。

改
善
進
行
中

　現状を一度確認した。廃棄の
ために予算立てが必要なもの
は、予算がつき次第、またその
ほか所有関係や（将来も含めて）
利用状況が明らかでないもの等
については、順次確認の上、進
めていく。

意
見

　浴室を「廃止」したのであれ
ば、早急にホームページや老人
福祉センター条例施行規則等
の修正を行い、周知すべきであ
る。
　また、浴室等の設備について
はそのままとなっているが、今後
新地方公会計の導入が始まるこ
とから、適切な資産管理に取り
組んでいただきたい。

不

(

未

)

措
置

　前回の監査の際に「廃止」状態
と考えていたが、認識の誤りであ
り、「休止」とする。

（４）財政援助団体等監査の措
置状況について

　

　担当課からは社会福祉法人制
度の改革等との兼ね合いや、他
市町村の要綱の制定方法などを
参考にするため、方向性を検討
中との回答であった。次年度の
予算を積算する時期を迎えてい
ることから、改正へ向けて早急に
協議を進め、毎年発生している
多額の補助金返還を二度と繰り
返さないよう努めていただきた
い。

　社会福祉法人の制度改革等
は、現状も進行中であり、その状
況を社会福祉協議会とも連携・
検討しつつ課題クリアのために
調整中である。活動状況もさるこ
とながら、法人の運用に係る財
政制度についても、理解と検討
を深めながら、毎年の補助金返
還状況に少しでも歯止めをかけ
るよう、こまめに連携をしつつ、ま
た提言をすることができるよう、
状況を精査しながら進めていく。

（５）認知症サポーター等の役職
について
　認知症施策への取組体制が
構築されつつある中、認知症サ
ポーターや認知症支援推進委
員等の多くの役職があり、名称
だけではどのような活動を行って
いるかがわかりにくい。
　それぞれの役割や事業の内容
をまとめた体系図等を作成し、
ホームページや広報紙等により
周知を図っていただきたい。

　認知症の対策をどう取り組む
のかにつき、関係者による協議
会を開催し、課題の整理や対策
について社会福祉協議会と協働
で進めている。
　現状、HPや広報で掲載の部分
もある（サポーター養成やMCIに
ついては、8月に活動状況の記
事を掲載する。）が、少しでもわ
かりやすく周知できるよう進めて
いく。

地
域
福
祉
高
齢
課

定期監査
H28.11.28

地域福
祉高齢
課

意
見

改
善
進
行
中

地
域
福
祉
高
齢
課

意
見

改
善
進
行
中

地
域
福
祉
高
齢
課

結
果

不

(

未

)

措
置
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（１）窓口事務の見直し等につい
て

　

　現在配置されている電算機器
の数量等が適切であるか見直す
とともに、穂積庁舎関係課と協議
し、現在市民窓口課が行ってい
る事務を地域性、専門性、利便
性等を考慮して整理し、費用対
効果に見合った窓口事務を行っ
ていただきたい。
　また、ホームページ等を活用
し、市民窓口課の業務について
市民等に分かりやすく周知を
行っていただきたい。

　各電算機は業務内容やリスク
を考慮し複数導入された機器が
あり、そのうち基幹系の機器にお
いては繁忙期に総稼動をしてい
る場合もある。
　ホームページについては、関
係課へのリンクから取扱い業務
へのリンクへと変更をした。今後
も随時見直しを行っていく。

（２）備品手続について
　実態に即し、廃棄の手続を行う
べきである。

　確認し整理した。

定期監査
H28.10.２6

市民窓
口課

回答
担当

結
果

措
置
済

監査名等
監査
対象

意
見

措
置
済

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H29.8時点)

市
民
窓
口
課

市
民
窓
口
課
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回答
担当

監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H29.8時点)

（３）会議室等の利活用について
　巣南庁舎については、最低で
も今後10年は、現在の建物を使
用するものと思われる。利用頻
度の低い会議室等が数多く存在
するなど、有効利用がなされて
いないと言わざるを得ない。長期
的視点に立ち、庁舎内会議室等
の有効利用を検討していただき
たい。

　策定された市公共施設計画や
庁舎将来構想等により、巣南庁
舎の検討を行う。
　現在は、巣南庁舎内の部署や
関係する団体などにおいて、夜
間も担当職員が出席し会議室の
利用を行っている。

意
見

  公室を休憩室として利用するこ
とは適切でないことから、施錠を
徹底するなど、厳重に管理して
いただきたい。また、絵画は施設
の統合時に移動を検討するとの
ことであったが、応接セットは穂
積庁舎と入替を行うなど、それぞ
れ有効活用に資するようにして
いただきたい。

措
置
済

　会議室の施錠を徹底し、市民
窓口課で貸出簿により鍵を管理
している。
　備品等については、他の施設
などへの利用も検討し有効な方
法を図っていく。

市
民
窓
口
課

意
見

　教育委員会が別の階に分断さ
れることは好ましくないため、同
一フロアでの執務となるように再
検討していただきたい。

措
置
済

　同一フロアーでの執務につい
て再検討した結果、２階フロアー
のみの執務スペースでは来庁者
対応や書類保管場所も含め非
常に手狭で書類保管状況等も
煩雑となることから、学校・幼稚
園・保育所との連携が不可欠で
ある、学校教育課と幼児支援課
については同一フロアーとし、教
育総務課を庁舎の空部屋を有
効利用し３階へ移動することによ
り、学校教育課と幼児支援課の
来庁者対応スペース及び書類
保管スペースを確保することが
でき、最小限の経費により教育
委員会全体での執務環境改善
を図った。

教
育
総
務
課

（４）規程の整備について 　
　現在行っていない事務の記載
があることは適切ではないため、
正しく改正を行うべきである。

　適切に改正を行った。

定期監査
H28.10.２6

市民窓
口課

結
果

措
置
済

市
民
窓
口
課

意
見

措
置
済

市
民
窓
口
課
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（１）図書館数について 　
　分館の利用者数等は年々減
少傾向にある。また、今後は施
設の老朽化に伴い維持管理費
用が増加していくと思われる。本
館にも子ども向けの環境が十分
に整備されていることから、分館
を「子ども図書館」とすることが２
館体制を継続する合理的な理
由とは言えない。
　本館に分館のコンセプトを取り
入れ、分館を複合的な施設にす
ることにより、図書館の１館体制
に向けて見直しを図っていただ
きたい。

　分館については、たくさんの若
い世代の親子に来館していただ
けるよう魅力ある図書館を目指し
「子ども図書館」として検討して
いく。
　また、同時に「瑞穂市建物系公
共施設　個別施設計画」にある
新庁舎建設計画に関連してその
他公共施設のマネジメントの推
進も検討される中で分館の方向
性も考える。

図
書
館

（２）防犯カメラの設置について
　監査実施日の前日においても
迷惑行為事案があったとのこと
である。今後の分館の活用方法
も考慮しつつ、安心して施設を
利用できるよう事務を進めるべき
である。

　本館・分館とも防犯カメラを設
置した。今後は防犯カメラを注視
し、館内巡回で利用者の利用状
況を把握し、迷惑行為等の発見
や抑止に取り組む。

（３）図書館資料購入の契約方
法について
　随意契約は、競争入札を原則
とする契約の例外である。図書
館資料の多くを１社による随意
契約としているが、一般的な図
書を取扱うことのできる業者は多
数存在すると思われることから、
合理的な理由を有するとは言い
難い。
　業者の選定、納入日時の見直
し、他市町村の状況等を鑑み、
競争入札による契約を第一に検
討していただきたい。

　図書館流通センターを利用す
る一般図書等については、装備
等一括処理できることなどの理
由から随意契約とするが、雑誌
等の購入については、今年度か
ら指名競争入札とした。

（４）小中学校図書室との連携に
ついて

　

　小中学校においても図書を購
入していることから相互に連携を
図り、蔵書の重複は必要最小限
に留めるなどし、魅力的な図書
館資料の選定・収集に努めるべ
きである。

　平成３１年度、図書館システム
を更新する。また、小中学校も図
書システムの統一を検討してい
るので、システム連携について
担当課と調整する。現在、図書
選定の参考となるよう児童書の
新刊案内を月２回小学校に配布
している。

定期監査
H28.10.5

図書館

監査名等
監査
対象

意
見

改
善
進
行
中

措置又は今後の取り組みの内容
(H29.8時点)

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

回答
担当

結
果

措
置
済

図
書
館

意
見

措
置
済

図
書
館

図
書
館

結
果

措
置
済
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監査名等
監査
対象

措置又は今後の取り組みの内容
(H29.8時点)

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

回答
担当

（５）不用となった図書館資料の
事務処理方法について
　独自で運用している図書館シ
ステムでは管理を行っているとの
ことではあるが、備品システムに
は反映されていない。
　今後、新地方公会計となること
から正確に資産計上できるよう、
担当課と協議し、場合によって
は備品システムの見直しも含め
検討していただきたい。

　平成３１年に図書館システムの
更新を行うので、財務諸表の作
成や備品システムの取り扱いの
問題点について、企画財政課や
管財情報課と協議し適切な方法
を検討する。

（６）本館2階の展示スペースに
ついて
　図書館を所管している生涯学
習課の郷土歴史研究指導員や
公立学校職員等の協力を得るこ
とで、幅広い分野への知識と情
報を提供できる展示スペースの
有効活用を図っていただきた
い。

　郷土歴史研究指導員の指導
により、今まで実施した企画展の
内容を一部展示している。今
後、更に公募による市民の収集
品展示や小中学校の書画等の
展示を企画することで有効利用
を図る。

（７）屋内消火栓ホースの耐圧試
験について
　消防ホースの交換と耐圧試験
のどちらの方法が安価となるの
かは、対象となるホースの本数
や劣化状況等により異なると思
われる。
　屋内消火栓を消防設備として
いる公共施設は複数あるため、
全庁的に現状を把握し、長期的
な視野で今後の方針を検討して
いただきたい。

　耐圧試験は、10年経過後3年
毎に行うことが義務付けられて
おり（消防庁告示）、試験を行わ
ない場合、10年毎の消防ホース
交換が必要となる。
　各課から報告書を集め、一括
して参考見積を徴取した結果、
耐圧試験は、交換に係る費用よ
りも安価であり、実施頻度等を考
慮し検討した結果においても、
費用面では耐圧試験が有利で
あった。
　以上より、耐圧試験による管理
を原則とし、ホースの交換は劣
化状況により、施設毎で判断を
行うものとするよう周知を図った。

定期監査
H28.10.5

図書館

意
見

措
置
済

管
財
情
報
課

意
見

改
善
進
行
中

図
書
館

意
見

改
善
進
行
中

図
書
館

- 16 -



（１）補助金について
　この数年間、毎年、1 四半期以
上の補助金を市へ返還している
ことから、今後は、補助金の積算
について適切に見積もるととも
に、計画的な人員の確保及び事
業の実施並びに有効な補助金
の活用を徹底していただきた
い。

　市からの補助金には、社協職
員の人件費分が含まれている。
社協においては、中途退職者の
補充も含めて職員の確保に努め
ているが応募がないなど非常に
厳しい状況である。職員採用計
画を立てて、今後も職員を確保
するために、HP、福祉の仕事を
始めとする各種のPRを行い、職
員の確保に努めていく。
　補助金の額については、当初
より精査しているが、職員採用が
ままならず補助金が執行されな
い形になってしまっている。
　今後も絶えず見直しを行い適
正・適切なる処理するよう徹底す
る。

意
見

　今後の事業内容は、ますま
す、多種、多岐にわたり、増加が
予測される。補助事業であるの
か受託事業として実施することが
適切であるのかを根本的に見直
しを行うとともに、当市の福祉
ニーズの動向を踏まえ、「今後の
社会福祉協議会がどうあるべき
か、どうするべきか。」を常に模
索し、効率的かつ健全に事業を
展開していただきたい。

改
善
進
行
中

　市からの受託事業は年々増加
する一方であり、限られた人員
で今までの事業を行うことが困
難になりつつある状況である。
　多岐多様化する福祉の動向や
市民の福祉ニーズを敏感に汲
み取り、スクラップアンドビルドを
念頭に各種事業を見直してスリ
ム化及び効率化を図るように進
めていく。

地
域
福
祉
高
齢
課

（２）派遣職員に対する手当の支
給について
　当該職員は、管理的地位に
あったたことから、管理職手当を
支給するべきである。

　当該職員に説明し、H28年度
中に手当てを支給した。
　今後は、漏れのないように支給
する。

（３）福祉作業所の経営について 　
　利用者の確保を行うことは勿論
のこと、新規の仕事の開拓や受
注先の拡大、自主製作商品の
開発及び工夫、商品のＰＲ、販
路拡大など増収確保策を講ずる
とともに、常に適切な経費の削
減を念頭に、黒字安定経営に資
するように努めていただきたい。

　利用者の確保に努め、利用者
が毎日楽しく来所できるように特
に精神面、健康管理面に注意し
て指導している。
　また、利用者の工賃を賄う自主
製品の製造、販売については、
製品のパンフレットを作成しPRし
たり、協賛会員等に製品の製造
委託の協力依頼をお願いしなが
ら販路の拡大を図っている。今
後も安定経営のため、PR等に取
り組んでいく。

財政援助
団体等監
査
(社会福祉
法人瑞穂
市社会福
祉協議会)
H28.5.26～
H28.8.8

社会福
祉協議
会
地域福
祉高齢
課

社会福祉協議会に対する結果と意見

意
見

措
置
済

結
果

措
置
済

意
見

措
置
済

監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H29.8時点)

回答
担当

地
域
福
祉
高
齢
課

地
域
福
祉
高
齢
課

地
域
福
祉
高
齢
課
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監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H29.8時点)

回答
担当

（４）基金について 　
　福祉作業所の赤字補填のため
に、市からの補助金が充当され
ていた。資金に不足が生じる場
合は、補助金を安易に要求する
のではなく、まずは、社会福祉
協議会が保有している基金１億
円より取り崩し、運営資金に充て
るべきである。

　基金の運転資金への取り崩し
について、H29年度は理事会、
評議員会において議決をいただ
き、資金不足を生じる場合は基
金を取り崩しての運用を可能とし
た。
　福祉作業所の運営について
は、黒字経営ができるように引き
続き経営努力をする。

（５）会費等の自主財源の増収に
ついて

　

　対象世帯数に対し、会費収入
が過少である。社会福祉協議会
自身も貴重な財源であるとの認
識であるため、自治会任せにせ
ず、自助努力をし、地域福祉の
重要性などを十分周知し、会員
の増加、会費の増収に尽力する
べきである。

　会費の納付依頼の方法などに
ついて、県内の市町の社会福祉
協議会の一部に尋ねたが、各社
協ともに会費の納付等について
は、指摘を受けているものの最
善策が見出せず非常に苦慮し
ている状況が伺え、どの社協も
今のところは、自治会にお願い
するのみであるとのことであっ
た。今後、全国レベルで会費の
納入方法等の事例について調
査し、引き続き未加入者が減少
し会費収入が増加する方法を検
討していく。
　また、賛助会員については、会
長をはじめ職員が直接依頼する
などして新規会員を増やすなど
努力をしている。今後もより一層
の努力を続けて自主財源の確
保に努めるように指導する。

（８）補助金等交付要綱の規定の
見直し等について

　

　平成22年度に実施した監査の
際にも言及しているが、瑞穂市
地域福祉活動事業に関する補
助金等交付要綱の「人件費」、
「活動費」の内容及び範囲等が
曖昧である。
　このため、担当課では詳細の
把握が困難となっている。この規
定を明確にすることにより、担当
課による予算積算の精査及び使
途の確認などが行い易くなり、こ
の数年に生じた多額の補助金
返還の抑止にもつながると考え
られるため、積算根拠が明確と
なるよう規定を改正するべきであ
る。

　社会福祉法人の制度改革等
は、現状も進行中であり、その状
況を社会福祉協議会とも連携・
検討しつつ課題クリアのために
調整中である。活動状況もさるこ
とながら、法人の運営に係る財
政制度や会計運用等について
も、理解と検討を深めながら、事
業に対する交付内容の明確化
をはかり、毎年の補助金返還状
況に歯止めをかけるよう、こまめ
に連携をしつつ、また提言をす
ることができるよう、予算編成時
にも詳細な対象経費の見積もり
を求めつつ進める。

財政援助
団体等監
査
(社会福祉
法人瑞穂
市社会福
祉協議会)
H28.5.26～
H28.8.8

社会福
祉協議
会
地域福
祉高齢
課

社会福
祉協議
会
地域福
祉高齢
課

地域福祉高齢課に対する結果と意見

結
果

結
果

措
置
済

結
果

改
善
進
行
中

地
域
福
祉
高
齢
課

改
善
進
行
中

地
域
福
祉
高
齢
課

地
域
福
祉
高
齢
課

- 18 -



監査名等
監査
対象

区
分

結果又は意見の内容
進捗
状況

措置又は今後の取り組みの内容
(H29.8時点)

回答
担当

結
果

　担当課においては、今後の当
市の福祉動向を的確に把握し、
地域に根ざした存在である社会
福祉協議会を有効に活用、並び
に支援し、地域福祉の向上を図
るべきである。

措
置
済

　社会福祉協議会との連携事業
が多くなってきているため、定期
的な打合せ会議を開催し、連携
を保つとともに、事業に対する理
念・目的、目指す方向性も含
め、協議をし共通理解を図れる
ように行っている。地域に根ざし
た社協として、第2層の協議体を
設置するにあたり、地域との関わ
りをさらに深めるようにしていく。

地
域
福
祉
高
齢
課

（９）公文書の所在不明について
　平成27年4月に福祉部門の組
織改編により、地域福祉高齢課
が福祉生活課から分離し、新設
された。地域福祉高齢課によれ
ば、この組織改編が公文書紛失
の要因の可能性もあるとの回答
であったが、理由にはならない。
担当課だけでなく、全庁的に見
直しを行い、「瑞穂市文書規程」
並びに「ファイリング・システムの
手引」に基づく文書管理の徹底
と管理場所の整備を図るべきで
ある。

  平成２８年８月に、職員を対象
に文書管理、ファイリングシステ
ムについて研修を行い、同時期
に各課にアンケートを行い現状
の把握を行った。その上で、アン
ケート結果をもとに各課に文書
管理等の改善を求めた。平成２
９年２月に改善状況を確認する
ため、再度アンケートを実施し、
その結果、改善がみられた。今
後とも適正な文書管理、ファイリ
ングシステムの実施に向けて、
方法、制度、体制等の改善を
図っていく。

財政援助
団体等監
査
(社会福祉
法人瑞穂
市社会福
祉協議会)
H28.5.26～
H28.8.8

社会福
祉協議
会
地域福
祉高齢
課

措
置
済

総
務
課

結
果
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（１）資産評価について 　
　管きょの資産評価は、下水道
課で実施する計画となっている。
通常業務に加えての作業となる
ことから、遅れが生じないよう、余
裕をもって対応していただくとと
もに、資産評価方法について
は、環境水道部内での統一に努
めていただきたい。

　下水道等事業の平成３１年４月
の地方公営企業法の全部適用
に向け、平成２８年度に下水処
理場の固定資産評価業務を委
託しており、その業務の中に管
きょの資産評価手法の検討助言
を含めており、職員業務の軽減
に努めている。
　環境水道部内の統一に努める
という意見について、水道事業
会計の資産評価手法や固定資
産台帳の内容のことだと思われ
るが、下水道事業の資産評価の
進捗に合わせ協議等を行ってい
く。

（３）振興資金引当預金について
　振興資金引当預金の保管に
目的がないのであれば、余剰資
産を保有する団体となるため、
市から補助金を受ける理由がな
い。今後、早急に方針を定め、
振興資金引当預金を活用する
べきである。

　振興資金引当預金について
は、商工会館の建設や取得等
のための目的基金として活用し
ていく事を総会にて議決した。

（３）稼働率について
　稼働率の向上は使用料収入
の増加につながるため、供用時
間の拡大等、稼働率の向上につ
ながる対策を検討されたい。また
一方で、担当課は駐輪場の無
人化による経費削減を考えてい
るようであるが、いずれにせよ、
収支バランスの改善に向けて対
策を講ずるとともに、改善できな
いようであれば、統廃合という選
択肢も視野に入れていただきた
い。

　稼働率の向上策として第1、第
2及び第3それぞれの駐輪場を
終日営業とした。また、各駐輪場
に利用料金自動精算機を導入
し、経費の削減にも取り組んだ。

定期監査
H27.1.15

都市管
理課

意
見

監査名等
監査
対象

区
分

財政援助
団体等監
査
(瑞穂市
 商工会)
H27.4.7～
H27.7.7

商工会に対する結果と意見
商工会
商工農
政課

結
果

措
置
済

商
工
農
政
課

定期監査
H27.10.26

下水道
課

意
見

改
善
進
行
中

進捗
状況

回答
担当

結果又は意見の内容

措
置
済

都
市
管
理
課

措置又は今後の取り組みの内容
(H29.8時点)

下
水
道
課
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